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　日弁連は、本年５月１８日に民事訴訟法等改正法が成立したことを受けて、同月２０日に会長
声明を発出し、ＩＴ技術の利用が困難な本人訴訟の当事者をサポートする「本人サポート」につ
いて、「基本方針」に則って取り組んでいく決意を表明しました。 
　変えよう！会では、この会長声明を受けて、以下のとおり要請しました。

FAXニュース

民事訴訟ＩＴ化のための本人サポートに関する要請書を、日
弁連に提出しましたので、ご報告します。 
（あわせて４月２７日付ＦＡＸニュースもご覧ください）

要　請　の　趣　旨 
１　民事裁判のＩＴ化によって本人サポートの整備が必要になるならば、それは国の責務である
ことを明確に主張すること。 
２　改正法の成立によってＩＴ化に伴う法制度の見直しの方向性が明確になった現時点におい
て、弁護士会による本人サポートの要否及び内容を、改めて検討し、その検討状況を各単位会
及び関連委員会に開示して意見照会すること。 
３　基本方針取りまとめの際の確認事項に則り、本人サポートは全国一律に提供するものでない
ことを対外的に明らかにするとともに、各単位会に対して、本人サポートを提供することの可
否、提供する場合の内容について意見照会すること。 
４　改正法においては、民事裁判手続ＩＴ化に伴って国民の裁判を受ける権利に「支障」が生じ
ず、従って「支障」を除去するための本人サポートが必要ない旨を、対外的に明らかにするこ
と。 
５　基本方針に則り、ＩＴ化された民事裁判における非弁行為防止の方法を早急に検討し、その
検討結果を明らかにすること。 
６　本人サポートの提供によって弁護士及び弁護士会に生じる不利益を検討し、その検討状況を
広く弁護士会及び弁護士に対して開示すること。 

　現在の改正法の下で、本人は紙で裁判できるのに、本人サポートは必要でしょうか？ 
　当事者本人に余計な費用と手間、負担をかけるだけではないでしょうか？ 
　弁護士と弁護士会の負担は大きすぎないでしょうか？ 
　このような問題について日弁連執行部が密室で決めることは許されません。 
　ですから、改正法が成立したいま、本人サポートをすべきか、できるのか等について、単位
会と関連委員会に意見照会するよう要請しました。 
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